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【企業集団の状況】 
  当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と子会社５社及び関連会社１社で構成され、主と 
 して食品加工機械の開発・製造・販売を行っており、そのほか食品の製造販売の事業活動を展開してお 
 ります。 
  当社グループの事業内容及び当社と関係会社の位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、 
 次のとおりであります。 

区分 主要な事業内容及び製品 主要な会社 

食品加工機械製造販売事業 食品加工機械の開発・製造・販売 
・食品成形機（万能自動包あん機、火星人、 
 ロボットＥＰ）の開発・製造・販売 
・製パンライン等（ｽﾄﾚｽﾌﾘｰ V4 ｼｽﾃﾑ、ｽﾄﾚｽﾌﾘｰ 
 VM ｼｽﾃﾑ、V4 ﾌﾘｰﾃﾞﾊﾞｲﾀﾞｰ、ﾌﾘｰﾃﾞﾊﾞｲﾀﾞｰ VS、 MM 
 ﾗｲﾝ、AD ﾗｲﾝ、HM ﾗｲﾝ、EZ ﾃｰﾌﾞﾙﾗｲﾝ、ｺﾝﾊﾟｸﾄ 
 EZ ﾃｰﾌﾞﾙ、US ﾗｲﾝ、ﾐﾆｽﾁｰﾏｰ）の開発・製造・ 
 販売 
・修理その他（部品、技術指導料、修理工賃） 
・仕入商品（ｵｰﾌﾞﾝ、ﾐｷｻｰ、包装機等の他社よ 
 りの仕入商品） 

当社 
RHEON AUTOMATIC  
 MACHINERY GmbH 
RHEON U.S.A. 
㈱レオンアルミ 
大羽工業㈱ 
徳恩食品機械股份有限公司 
 
（会社数 ６社） 

食品製造販売事業 当社の機械のモデル工場として、当社の機械及
び生産システムを使用してのクロワッサン等
の高加工度冷凍食品の製造販売 

ORANGE BAKERY,INC. 
 
（会社数 １社） 

（注）主な事業内容と事業の種類別セグメント情報における事業区分は同一であります。 
 
 以上の事業系統図は次のとおりであります。 
国内                          海外 
  
製造会社 
 

 

 

※ １大羽工業㈱ 

（コンベヤ類の製造） 

（平成 12 年 9 月をもって営業停止）

※ １㈱レオンアルミ 

（アルミ鋳物の製造） 

 製造・販売会社 
 
 
 
 販売・メンテナンス会社 
 
 
 
 
 
 
 販売会社 

ORANGE BAKERY,INC. 

(クロワッサン等の製造販売) 

RHEON U.S.A. 

（食品加工機械の販売） 

RHEON AUTOMATIC 

 MACHINERY GmbH 

（食品加工機械の販売） 

※２徳恩食品機械股份有限公司 

（食品加工機械の販売） 

部品 

製品 

製品 

製品 

（国内ユーザー） （海外ユーザー） 

(アジア) (卸店) 

(注)無印 連結子会社 

※１ 非連結子会社で持分法非適用会社 

   ※２ 関連会社で持分法非適用会社 

  

レレレレ

オオオオ

ンンンン

自自自自

動動動動

機機機機

株株株株

式式式式

会会会会

社社社社

 

 
開発 
製造 
販売 
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【経営方針】 
（１）経営の基本方針 
  当社グループは、レオロジー（流動工学）の応用工学に基づく独自の開発技術により、常に進歩的な新技術の開 
 発を行い、この正しい普及により食文化の発展を通じて、「存在理由のある企業たらん」を目標に人類繁栄に貢献 
 することを経営の基本理念としています。 
  また、株主・顧客をはじめとする企業利害関係者の信頼と期待に応え、食品工業界におけるパイオニア的役割を 
 果たすとともに、研究開発メーカーとしての使命を遂行してまいります。 
 

（２）利益配分に関する基本方針    
  当社は、「株主への安定的な配当を行うことを最重要な経営課題」のひとつとしており、収益向上に努力し、財 
 務体質の強化を図りつつ、キャッシュ・フローの増大に努め、業績に対応した配当を行うことを基本方針としてお 
 ります。なお、内部留保金につきましては、経営基盤の強化を図るため、研究開発及び設備投資などへの資金需要 
 に充てる方針であります。 
 

（３）目標とする経営指標    
  当社は、「存在理由のある企業たらん」を基本コンセプトに掲げ、食品加工技術の開発により業務展開を行い 
 株主の視点からみた収益性を重視する観点から「株主資本利益率(ROE)」を目標数値として常に収益の改善に努め 
 業務の効率化を計り、コスト削減意識をもって企業経営に取り組んでまいります。 
 
（４）中長期的な経営戦略    
  当社グループは、経営の基本方針のとおり、食品工業界におけるパイオニア的役割を果たすとともに、今後も研 
 究開発メーカーとしての使命を遂行してまいります。 
  レオロジーの応用工学に基づく誘導成形法による「和菓子や各種調理食品」の自動化生産をはじめとし、世界の 
 民族食の生産機械として定着した「包あん機」（食品成形機）、及び「負の応力」を利用した「シートからパンを作 
 る」独自の製パン法に基づく理論により製品化した「ストレスフリー製パンシステム」（製パンライン等）を、多 
 様な消費者ニーズに対応できる製品群として、国内及び海外の食品業界へ提案してまいります。 
  一方、既存製品の標準化を推進し、技術力を高め、総原価を低減して競争力を強化するとともに新用途の拡大を 
 推進してまいります。 
  また、３０年来のグローバル活動拠点としてのアメリカ、ヨーロッパの各グループ会社との総合力を活かし、顧 
 客サービスの向上と全世界の食文化の継承及び発展のため、継続的な経営効率の向上をはかり、連結重視の経営を 
 推進してまいります。 
 

（５）会社の対処すべき課題 
  国内経済は設備投資の手控え、特に中小企業の投資は減退したままであり、デフレ圧力が依然として根強く、 
 景気の回復が遅れ個人消費の停滞が長期化するものと思われます。 
  一方、海外におきましては、欧米の政治的摩擦による経済変化が予測され、世界経済の激動期に入るのでは 
 ないかと思われますが、当社が市場とする食品業界は、食を安定的に供給することが使命であり大きな変化は 
 ないと推察されます。 
  当社といたしましては、世界の民族食の生産機械として定着した包あん機（食品成形機）、 及び世界特許の 
 ストレスフリー製パンシステムのより一層の標準化により、製パンシステムの改革を図り、食品の安全性及び 
 高品質、低価格を可能にさせることにより機械売上拡大に取り組んでいき、世界の食文化に貢献する生産効率の 
高い多品種自動生産システムを供給してまいる所存であります。 
  特に、今期以降は、パン市場の５０％を占める食パン分野に「ＶＭシステム」の各種機械で本格的に参入いた 
します。機械に研きをかけ、利益拡大を計ります。これらの販売拡大を日本はもとより、欧米で強力に推し進め 
る所存であります。 
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（６）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
    
 ①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンスの状況 
  当社では、経営環境変化に迅速に対応し得る経営管理体制と公正な経営システムの構築を重要施策と位置付けて 
 おります。 
  この基本方針に基づき、当社では取締役会・常務会の活性化と監査役制度の強化を図り、コンプライアンスを重 
 視した経営に努めております。 
  ｢取締役会｣は、重要事項の決定及び業務執行状況の監督を行っております。また、「常務会」を必要に応じて適 
 時開催し、取締役会決議事項以外の重要事項を協議するとともに、取締役会決議事項の事前審議を行っております。 
  ｢監査役会｣は、監査の方針と分担を定め、監査計画に基づいて連結対象会社を含めて取締役の職務執行を監査し 
 ております。 
  従来から社外監査役を選任しており、現在、監査役３名中２名が社外からの人材となっております。 
 
  当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下の図のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 
  当社は、現時点では社外取締役を招聘しておりません。社外監査役につきましては、税理士２名を選任しており 
 ますが、当社との利害関係はございません。 
 
 ③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 
  国内外の関係会社を含めた日常業務の適正性及び経営の妥当性、効率性を監査する監査室を設置しております。 
 また、重要な関係会社については、会計監査を外部公認会計士事務所に依頼し、公正な会計処理の充実を計ってお 
 ります。当社は、企業経営及び日常の業務に関して、必要の都度、顧問弁護士などの複数の専門家から経営判断上 
 の参考となるアドバイスを受ける体制を整えております。 

 
 
選任         選任                           選任 
 
                        監査 
                         
                                        選任・監督 
                        監査 
                         
                         
                        監査 
                        
                         
                         
                       内部監査 
                        監査 
                         

会計 
監査人 

監査役会/監査役(３名) 取締役会/取締役(１０名) 

代表取締役社長 

監査室 業務担当取締役 
部門管理 

株主総会 

常務会 
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【経営成績および財政状態】 
（１）経営成績 
 当連結会計年度における国内経済は、経済基調が改善されつつも依然として低迷が続き、企業の設備 
投資は低位のままであり、厳しい雇用情勢・所得環境の下で個人消費が低調に推移するなど、まだまだ 
予断を許さない状況にあります。 
  当社が市場とする食品業界は、食品の安全性や衛生面に対する要請の高まりや、低価格・簡便性・ 
 高品質・健康志向の増大等の消費者ニーズの多様化、環境問題への対応等多くの問題を抱えております。 
  この様な状況の下で当社グループは、全世界を市場とする企業特性を活かし、市場ニーズに対応する 
 べく機械のより一層の標準化推進と、安全性の向上を図るとともに、レオロジー（流動工学）を基礎と 
 する当社独自の開発技術の製品化により、多様な消費者ニーズに対応できる製品群を国内及び海外の食 
 品業界へ提案してまいりました。特に操作性や衛生管理を向上させた包あん機「火星人ＣＮ５００型」 
は、和菓子やパンの品質を大幅に向上させるなど国内市場で大きな反響があり、主力商品となりました。 
 また、Ｖシリーズの食パン生産ラインは、従来は機械で生産できなかった高付加価値製品や無添加パン、 
 米粉のパンが生産できるなど、日本のみならず海外市場でも高い評価を受けております。このＶシリー 
 ズは、時間当たりの生産能力が２５０ｋｇ～１５００ｋｇの各種機械を品揃えし、顧客ニーズに添った 
 対応をいたしております。また、Ｖシリーズは生地回復装置（オーバーヘッドプルファー）を必要とせ 
 ず、極めて省スペースで、食パンをはじめ、ロールパンやワンローフ、フランスパンなどバラエティー 
 豊かなパン成形を自動で行えることから、小規模なメーカーから大企業まで普及し、大変好評を得てお 
 ります。なお、欧米の各種食パンやアルチザンブレッド等にも対応できますので、市場ニーズに応える 
 販売体制を整えることができました。 
  平成15年 11月 29日株式会社足利銀行が預金保険法第102条第1項第3号の認定を受けたことに伴い、 
 当社所有の株式会社あしかがフィナンシャルグループの株式売却損が129百万円、株式評価損が100百 
 万円発生いたしました。 
 これらの結果、売上高は15,874百万円(前年同期比2.1％減)、経常利益293百万円(前年同期比25.6％ 
減)、当期純利益15百万円(前年同期比94.3％減)となりました。 
 
 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
 ① 食品加工機械製造販売業 
   国内経済の低迷を受け企業の設備投資が抑制されましたが、為替がユーロ高傾向であったことから、 
  売上高は13,083百万円(前年同期比0.6％増)、営業利益1,315百万円(前年同期比4.8％増)となりました。 
 
 ② 食品製造販売事業 
   モデル工場としての役割を努めるべく最新の生産ラインの導入を行い、生産ラインの入れ替え時の 
生産停止期間があったこと、ORANGE BAKERY,INC.第２工場が水害に遭い製品ロスを出したこと及び、 
為替がドル安傾向であったことなどにより、売上高は2,942百万円(前年同期比12.2％減)、営業利益 
141百万円(前年同期比63.1％減)となりました。 

 
 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 
 ① 日本 
   経済低迷の影響を受け、売上高は11,877百万円(前年同期比0.0％増)、営業利益1,129百万円(前年 
  同期比12.8％減)となりました。 
 
 ② 北米 
   ORANGE BAKERY,INC.が最新の生産ラインへの入れ替え時の生産停止期間があったことなどにより売 
  上高は4,323百万円(前年同期比9.0％減)、営業利益246百万円(前年同期比43.9％減)となりました。 
 
 ③ ヨーロッパ 
   堅調に推移したことに加え、為替が円安傾向にあったことなどにより、売上高は2,291百万円(前年 
  同期比15.2％増)、営業利益70百万円(前年同期比278.9％増)となりました。 
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（２）財政状態 
  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前年同期に比べ 4百万円減少し、 
  651百万円となりました。 
  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 
 
 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
  営業活動の結果、獲得した資金は597百万円(前年同期比741百万円増)となりました。 
  これは、主として税金等調整前当期純利益が108百万円、売上債権の減少が312百万円、投資有価証券 
 売却益が36百万円等によるものであります。 
 
 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
  投資活動の結果、使用した資金は317百万円(前年同期比360百万円減)となりました。 
  これは、主として有形固定資産の取得による支出389百万円等によるものであります。設備投資の主のも 
 のは、ORANGE BAKERY,INC.での建物及び構築物と製造用機械装置などであります。 
 
 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
  財務活動の結果、使用した資金は226百万円(前年同期比684百万円増)となりました。 
  これは、主として配当金の支払額212百万円等によるものであります。 
 

 平成 13年 
9月期中 平成14年3月期 平成 14年 

9月期中 平成15年3月期 平成 15年 
9月期中 平成16年3月期 

自己資本比率 70.7％ 63.1％ 63.3％ 62.3％ 62.8％ 62.5％ 
時価ﾍﾞｰｽの自己 
資本比率 36.1％ 41.5％ 44.5％ 39.9％ 41.5％ 42.8％ 

債務償還年数 △16.6 3.0 66.8 △24.5 7.9 5.6 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・
ﾚｼｵ △4.4 12.7 1.5 △2.5 14.4 11.1 

 自己資本比率：自己資本／総資産 
 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
 ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
  ※いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 
※ キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しています。有利子負債（中間）連結貸借対照表 
 に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。 
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（３）通期の見通し 
  今後につきましては、米国経済は堅調な推移を続けている個人消費が、減税による押し上げ効果により今 
 後本格化すると見込まれ、企業部門においても生産拡大の動きが見込まれるほか、設備投資の回復も鮮明化 
 してくるものと思われます。欧州経済は世界景気の回復や利下げ効果の浸透、各国での減税などをうけて、 
 緩やかながら持ち直すものと思われます。アジア経済はＳＡＲＳの影響の剥落や中国の内需拡大等により緩 
 やかに景気は上向くと思われます。 
  一方国内経済は、企業部門の過剰債務や雇用の調整圧力が残り、民間部門の期待成長率の大幅な改善は期 
 待しにくいように思われます。このため、民需主導の力強い回復は展望しにくく、デフレ傾向からの脱却は 
 多少長びくものと思われます。 
  当社が市場とする食品業界は、食を安定的に供給することが使命であり大きな変化はないと思われます。 
  食品加工機械製造販売事業につきましては、世界の民族食の生産機械として定着した包あん機（食品成形 
 機）、及び世界特許のストレスフリー製パンシステムの一層の標準化により、製パンシステムの改革を図り、 
 食品の安全性及び高品質・低価格を可能にさせることにより機械売上拡大に取り組んでいき、世界の食文化   
 に貢献する生産効率の高い多品種自動生産システムを供給してまいる所存であります。 
 
  食品製造販売事業につきましては、カリフォルニア工場に最新の生産ラインを導入し、従来の製品の生産 
 性の向上を図るとともに全米に食パンを販売し、当社の食品加工機械のモデル工場としての役割に努めてま 
 いります。 
  通期の業績予想につきましては、売上高 17,000百万円、経常利益 550百万円、当期純利益 250百万円を  
 見込んでおります。 
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  連結財務諸表等 

  連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 
 

  前連結会計年度 
(平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 比較増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金   656,332   651,983   △4,348 

 ２ 受取手形及び売掛金   4,350,694   3,971,857   △378,837 

 ３ たな卸資産   4,460,299   4,665,040   204,741 

 ４ 繰延税金資産   622,270   598,113   △24,156 

 ５ その他   416,736   362,558   △54,178 

   貸倒引当金   △87,967   △50,072   37,895 

   流動資産合計   10,418,366 44.6  10,199,482 45.1  △214,884 

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産          

  (1) 建物及び構築物  8,882,905   9,154,270   271,365  

    減価償却累計額  5,362,901 3,520,003  5,508,040 3,646,230  145,138 126,226 

  (2) 機械装置及び運搬具  6,380,024   6,096,727   △283,296  

    減価償却累計額  5,157,964 1,222,060  5,005,038 1,091,689  △152,926 △130,370 

  (3) 工具器具備品  2,123,381   2,002,715   △120,666  

    減価償却累計額  1,856,152 267,229  1,735,328 267,386  △120,823 157 

  (4) 土地 ※３  5,390,360   5,333,228   △57,132 

  (5) 建設仮勘定   364,888   39,005   △325,882 

   有形固定資産合計   10,764,541 46.1  10,377,540 45.9  △387,000 

 ２ 無形固定資産   41,504 0.2  114,870 0.5  73,366 

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券 ※１  673,234   421,896   △251,337 

  (2) 長期貸付金   262,495   262,977   482 

  (3) 繰延税金資産   1,066,886   1,095,159   28,273 

  (4) その他   434,936   459,493   24,556 

    貸倒引当金   △317,229   △323,302   △6,072 

    投資その他の資産合計   2,120,323 9.1  1,916,225 8.5  △204,097 

   固定資産合計   12,926,368 55.4  12,408,636 54.9  △517,732 

   資産合計   23,344,735 100.0  22,608,118 100.0  △736,616 
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  前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 比較増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形及び買掛金   1,169,944   921,838   △248,105 

 ２ 短期借入金   3,268,814   3,067,154   △201,659 

 ３ 未払法人税等   33,199   9,719   △23,480 

 ４ 賞与引当金   512,152   406,163   △105,988 

 ５ その他   931,996   929,239   △2,757 

   流動負債合計   5,916,107 25.4  5,334,116 23.6  △581,991 

Ⅱ 固定負債          

 １ 長期借入金   261,450   303,170   41,720 

 ２ 繰延税金負債   87,624   120,780   33,155 

 ３ 再評価に係る繰延税金負債 ※３  903,964   875,720   △28,244 

 ４ 退職給付引当金   867,915   1,060,371   192,455 

 ５ 役員退職慰労引当金   758,577   794,287   35,710 

 ６ その他   150   150   － 

   固定負債合計   2,879,682 12.3  3,154,478 13.9  274,796 

   負債合計   8,795,790 37.7  8,488,595 37.5  △307,194 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金 ※４  7,351,750 31.5  7,351,750 32.5  － 

Ⅱ 資本剰余金   7,060,750 30.3  7,060,750 31.3  － 

Ⅲ 利益剰余金   6,123,500 26.2  5,902,050 26.1  △221,449 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３  △5,345,348 △22.9  △5,317,103 △23.5  28,244 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   △11,929 △0.1  7,185 0.0  19,115 

Ⅵ 為替換算調整勘定   △612,151 △2.6  △861,082 △3.8  △248,931 

Ⅶ 自己株式 ※５  △17,626 △0.1  △24,027 △0.1  △6,400 

   資本合計   14,548,945 62.3  14,119,523 62.5  △429,421 

   負債資本合計   23,344,735 100.0  22,608,118 100.0  △736,616 
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② 連結損益計算書 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

比較増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 百分比 
(％) 金額(千円) 

Ⅰ 売上高   16,218,106 100.0  15,874,670 100.0  △343,436 

Ⅱ 売上原価 ※１  8,035,733 49.5  8,009,925 50.5  △25,808 

   売上総利益   8,182,372 50.5  7,864,744 49.5  △317,627 

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

 １ 広告宣伝費  273,455   232,773   △40,681  

 ２ 荷造・運賃  500,058   502,153   2,095  

 ３ 販売手数料  357,865   361,061   3,196  

 ４ 給与・手当  2,510,716   2,471,400   △39,316  

 ５ 貸倒引当金繰入額  66,172   ―   △66,172  

 ６ 賞与引当金繰入額  261,087   208,446   △52,640  

 ７ 退職給付引当金繰入額  184,379   246,441   62,061  

 ８ 役員退職慰労引当金繰入額  35,710   35,710   ―  

 ９ 旅費・交通費  453,869   449,327   △4,542  

 10 減価償却費  247,359   236,626   △10,733  

 11 研究開発費 ※２ 844,014   861,258   17,244  

 12 その他  2,036,264 7,770,954 48.0 1,961,430 7,566,630 47.6 △74,834 △204,323 

   営業利益   411,418 2.5  298,114 1.9  △113,304 

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息及び割引料  5,183   11,126   5,942  

 ２ その他  91,782 96,966 0.6 123,317 134,444 0.9 31,535 37,477 

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息  57,966   53,778   △4,187  

 ２ 貸倒引当金繰入額  15,000   10,000   △5,000  

 ３ たな卸資産廃却損  16,348   19,233   2,884  

 ４ 為替差損  18,119   52,298   34,179  

 ５ その他  5,720 113,155 0.7 3,332 138,643 0.9 △2,388 25,488 

   経常利益   395,228 2.4  293,914 1.9  △101,314 
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前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

比較増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 百分比 
(％) 金額(千円) 

Ⅵ 特別利益          

 １ 固定資産売却益 ※３ 3,278   4,376   1,098  

 ２ 貸倒引当金戻入益  ―   20,762   20,762  

 ３ 投資有価証券売却益  ― 3,278 0.0 93,500 118,639 0.7 93,500 115,361 

Ⅶ 特別損失          

 １ 固定資産売却損 ※４ 1,848   4,025   2,177  

 ２ 固定資産除却損 ※５ 10,555   31,471   20,915  

 ３ 投資有価証券売却損  ―   129,506   129,506  

 ４ 投資有価証券評価損  122,384   100,116   △22,268  

 ５ 災害による損失  ―   37,299   37,299  

 ６ ゴルフ会員権評価損  1,950   890   △1,060  

 ７ 貸倒引当金繰入額  1,700 138,438 0.8 700 304,008 1.9 △1,000 165,570 

   税金等調整前当期純利益   260,068 1.6  108,544 0.7  △151,523 

   法人税、住民税及び事業税  302,553   82,661   △219,891  

   過年度法人税、住民税 
   及び事業税  △176,345   △16,372   159,972  

   法人税等調整額  △127,795 △1,587 △0.0 27,243 93,532 0.6 155,039 95,119 

   当期純利益   261,656 1.6  15,012 0.1  △246,643 
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③ 連結剰余金計算書 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

比較増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高        

   資本準備金期首残高  7,060,750 7,060,750 7,060,750 7,060,750 ― ― 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   7,060,750  7,060,750  ― 

(利益剰余金の部)        

Ⅰ 利益剰余金期首残高        

   連結剰余金期首残高  6,102,676 6,102,676 6,123,500 6,123,500 20,824 20,824 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

   当期純利益  261,656 261,656 15,012 15,012 △246,643 △246,643 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

 １ 配当金  212,832  212,462  △369  

 ２ 役員賞与  28,000 240,832 24,000 236,462 △4,000 △4,369 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   6,123,500  5,902,050  △221,449 

 


